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130206 第２回 沖縄防災連絡会 

電力部会について 

 

一昨年の東日本大震災を受け、大規模災害発生時等におけるエネルギー等の早期復旧体制

の確立が強く求められることから、基幹インフラである電気エネルギーの早期復旧等を図る

ことを目的とし、関係機関における連携体制の強化・構築を図っていくこととする。 

 

 電気エネルギーについては、これまで各電力会社において、防災体制を備えつつ供給の安

定化に努めてきたところであるが、国やその他の機関が保有する被災地情報、資機材等の活

用による停電等の早期復旧への期待も大きいものがある。このため、関係機関における連携

体制を構築・強化することにより、大規模災害発生時等における効果的な復旧活動体制等の

整備を図っていく。 

 

 ○部会メンバー 

   沖縄電力(株)防災室長 

  開発建設部防災課長 

  開発建設部道路管理課長 

  経済産業部エネルギー対策課長（幹事） 

○当面の検討課題 

  ・地震、津波等大規模災害発生時における情報共有体制の構築 

  ・停電早期復旧に向けた道路啓開等の協力体制の構築 

  ・その他減災に当たっての協力体制の構築 
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重油火力発電所の例
最大出力 台数

移動用電源車 12,500kW 10台

容量 台数

移動用変圧器 123,500kVA 9台

種 別 供給元

重 油 国内製油所

石 炭 オーストラリア・インドネシア

ＬＮＧ オーストラリア
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①事故発生 ②配電自動化システムにて自動的に復電
③支店からの遠隔操作によりB線路から電気を融通（No5区間開閉器を操作）
④事故区間を特定し、線路巡視へ ⑤事故点現場発見後修理し、全復旧

【簡易型遠制開閉器】

線路に取り付けられた手動の開閉器を支店から遠隔操作が可能な簡易型の遠
制開閉器（入・切機能がメイン）に取り替える。配電自動化システムと組み合わせ
ることにより、さらに停電範囲を縮小することが可能

【配電自動化システム】

【沖縄本島送電系統】

 


